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第 1 章 

 
新興途上国地域の治安問題とブラジルの新たな治安対策 

―サンパウロ都市周辺部の KOBAN― 
 

近田 亮平 
 
要約： 

 本稿では、一部の新興途上国地域で深刻な社会問題となっている日常的な治安の問題を

取り上げる。治安が劣悪な国として知られるブラジルを主な対象として、はじめに世界各

国地域との比較を行い、治安問題に関する先行研究を概観する。次に、ブラジル国内の治

安状況を把握したのち、日本の交番システムを模範として、近年ブラジルのサンパウロ州

を中心に導入されている新たな治安対策 KOBAN についてまとめ、将来的な治安研究のひ

とつの可能性を提示する。 
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はじめに 

 
一部の新興途上国や地域では、日常的な治安の悪さが深刻な社会問題となっている。新

興途上国地域の治安問題は多くの場合、現地の貧困、麻薬などの犯罪組織、警察力の不備

や政府の対策不足、身分制をはじめとする伝統的な制度や慣習、急激な都市化や人口移動

などに起因している。また、テロ活動や紛争の頻発により、以前は非日常的だった治安の

悪さが日常化している地域もある。そのため各国地域の治安をめぐる問題はそれぞれ異な

るとともに、その状況や要因には固有なものが存在する。 
治安に関する研究は、状況の劣悪な国や地域を対象として、主に現地の研究者により行

われている。ただし、フィールド調査での危険性が高いことや、治安の劣悪さを表す犯罪

の測定が難しいことから、データの入手や異なる国・地域間での比較が困難である。治安

研究はこのような実施可能性の問題があり、特に外国人研究者にとって追究し難い分野だ

といえる。そのため日本国内では、政治学をベースとした紛争や平和構築、現地調査によ

る都市や貧困などに関する研究は行われてきたが、日々の治安問題を直接的な対象とした
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研究はほとんど行われていない。一方、新興途上国地域を訪問したり進出したりする人々

や企業にとって、現地の治安状況は非常に重要な問題となっている。したがって、新興途

上国地域の治安をめぐる問題に関して、日本国内で関心は高いがマスコミや政府による犯

罪件数などの情報の域にとどまっており、研究余地の大きいテーマだといえる。 
本稿では、ブラジルをはじめ他の章が対象とした諸国（ベネズエラ、南アフリカ、イン

ド）の治安状況について世界各国地域との比較を行う。次に、本稿で焦点を当てるブラジ

ルや概して治安状況が劣悪な「都市」を中心に、何が治安の問題として追究されているか

に注目しながら先行研究について概観する。そして、ブラジル国内の治安状況を把握した

のち、日本の交番システムを模範として、近年ブラジルのサンパウロ州を中心に導入され

ている新たな治安対策（KOBAN）を紹介する。最後に、KOBAN に関する研究のひとつ

の可能性と治安研究の発展性を提示する。 
 
1. ブラジルをはじめとする対象国地域の治安状況―世界との比較 

 
本稿で対象とするブラジルは、犯罪の多さやファヴェーラ（favela）と呼ばれるスラム

街が世界的に知られている。2014年のサッカーW杯や2016年のリオデジャネイロ（以下、

リオ）五輪を開催した際にも、現地の劣悪な治安状況への懸念が高まった。また、新興途

上国地域の治安問題を扱った本研究会では、急進左派政権のもとで治安が悪化したベネズ

エラ、人種差別や貧困が根強く犯罪の多発する南アフリカ、カースト制や女性の地位の低

さが治安問題と深く関わるインドを取り上げた。治安状況を示す指標には様々なものがあ

るが、本項では国際比較が可能な強盗と殺人に関するデータ 1を用いて、ブラジルをはじ

めとする対象国地域の現状を把握する。 
ただし、犯罪の発生と経済的な格差には相関関係があるとされることから（Fajnzylber 

et al. 2002）、はじめに経済の規模や格差の点からブラジルを含む対象 4 カ国（表中の太字）

と世界各国を比較する。2015 年の名目 GDP（188 ヶ国中）に関して、人口が世界で 5 番

目に多いブラジルは、国として 9 位、1 人当たりでは 73 位であった（表 1）。所得格差を

示すジニ係数に関しては、データの入手が困難なため同年の比較ではないが、ブラジルは

世界でも格差の大きい国だといえる（表 2）。なお、ブラジルが位置するラテンアメリカ･

カリブ地域（以下、ラテンアメリカ）は、植民地だった歴史などとの関連もあり社会経済

的な不平等の大きい地域として知られており、この傾向は所得格差にも表れている。対象

4 カ国は経済規模的に新興途上国ということができ、インドは若干例外的であるが、ブラ

ジル、ベネズエラ、南アフリカは所得格差の大きいことがわかる。 
                                                
1 UNODC のデータ。「殺人」は「Intentional Homicide」で、他者により意図的にもたら

された非合法な死亡を意味する。「強盗」は「Robbery」で、暴力または暴力的な脅しによ

り人から所有物を盗むことを意味する。  
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表 1 名目 GDP に関するデータの各国比較：2015 年 
順

位 
  GDP 

1 人当た

り GDP 

順

位 
人口 

順

位 

1 米国 18,036.7 56,084.0 7 321.6 3 

2 中国（香港･マカオを除く） 11,181.6 8,140.9 76 1,373.5 1 

3 日本 4,124.2 32,478.9 26 127.0 10 

4 ドイツ 3,365.3 40,952.4 20  82.2 16 

5 英国 2,858.5 43,902.3 15  65.1 21 

6 フランス 2,420.2 37,653.2 23  64.3 22 

7 インド 2,073.0 1,603.6 143 1,292.7 2 

8 イタリア 1,815.8 29,866.6 28  60.8 23 

9 ブラジル 1,772.6 8,669.7 73 204.5 5 

10 カナダ 1,550.5 43,280.3 17  35.8 37 

33 南アフリカ 314.7 5,726.9 92 55.0 24 

43 ベネズエラ 260.1 8,494.0 74 30.6 45 

（出所）IMF 
（注）単位は GDP が 10 億米ドル」、1 人当たり GDP が米ドル、人口が 100 万人。順位

は 188 ヶ国中のもの。 
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表 2 所得格差（ジニ係数）の各国比較 
  ジニ係数 地域 調査年 

南アフリカ 63.4 南部ア 2011 

ナミビア 61.0 南部ア 2009 

ハイチ 60.8 カリブ 2012 

中央アフリカ共和国 56.2 中央ア 2008 

コロンビア 53.5 南米 2014 

パラグアイ 51.7 南米 2014 

ブラジル 51.5 南米 2014 

パナマ 50.7 中米 2014 

ホンジュラス 50.6 中米 2014 

メキシコ 48.2 中米 2014 

ベネズエラ 46.9 南米 2006 

米国 41.1 北米 2013 

インド 35.2 南ｱｼﾞｱ 2011 

日本 32.1 東ｱｼﾞｱ 2008 

（出所）The World Bank 
（注）「ア」はアフリカ、網掛けの地域はラテンアメリカを示す（表 3 と 4 も同じ）。 
 
強盗に関して（2013 年、98 ヶ国中）、1 人当り GDP が中規模で所得格差の大きいブラ

ジルは、発生率 2が 7 位、人口が世界 5 位（約 2 億）である関係から殺人件数は最も多か

った。殺人に関しては（2012 年、168 ヶ国中）、発生率が 14 番目に高く、件数は強盗と

同様に世界で最多だった。その他の対象国に関しては、ベネズエラ（殺人：発生率 2 位、

件数 6 位、強盗：データなし）、南アフリカ（同：9 位、5 位、同：データなし）、インド

（同 95 位、2 位、同：89 位、17 位）であった。また、これら強盗と殺人に関するデータ

から、所得格差の大きいラテンアメリカは治安の劣悪な地域であることが理解できる。 
 
  

                                                
2人口 10 万人当たりの発生件数（単位：件）。殺人発生率も同じ。 
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表 3 強盗に関するデータの各国比較：2013 年  
順位 国名 発生率 地域 

 
順位 国名 件数 地域 

1 ベルギー 1616.1 西欧 
 

1 ブラジル 1,012,504 南米 

2 コスタリカ 1018.9 中米 
 

2 メキシコ 728,762 中米 

3 カーボ・ベルデ 763.7 西ア 
 

3 米国 345,093 北米 

4 エクアドル 601.5 南米 
 

4 ベルギー 180,249 西欧 

5 メキシコ 588.9 中米 
 

5 フランス 124,657 西欧 

6 チリ 529.5 南米 
 

6 エクアドル 94,209 南米 

7 ブラジル 495.7 南米 
 

7 コロンビア 93,442 南米 

8 ウルグアイ 490.6 南米 
 

8 チリ 93,062 南米 

9 パラグアイ 274.0 南米 
 

9 ロシア 92,069 東欧 

10 ペルー 261.3 南米 
 

10 スペイン 86,034 西欧 

33 米国 108.8 北米 
 

17 インド 36,466 南ｱｼﾞｱ 

89 インド 2.9 南ｱｼﾞｱ 
 

45 日本 3,324 東ｱｼﾞｱ 

91 日本 2.6 東ｱｼﾞｱ 
     

（出所）各国の司法当局や国際刑事警察機構（ICPO: Interpol）などのデータをもとにし

た UNODC の統計。 
（注）ベネズエラ、南アフリカはデータなし。順位は 98 ヶ国中のもの。 
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表 4 殺人に関するデータの各国比較：2012 年  
順位 国名 発生率 地域 

 
順位 国名 件数 地域 

1 ホンジュラス 92.7 中米 
 

1 ブラジル 48,232 南米 

2 ベネズエラ 53.8 南米 
 

2 インド 43,355 南亜 

3 ベリーズ 43.1 中米 
 

3 メキシコ 25,967 中米 

4 エルサルバドル 42.7 中米 
 

4 ナイジェリア 17,059 西ア 

5 ジャマイカ 39.8 カリブ 
 

5 南アフリカ 16,259 南部ｱ 

6 ｾﾝﾄｸﾘｽﾄﾌｧｰ･ﾈｲﾋﾞｽ 33.6 カリブ 
 

6 ベネズエラ 16,072 南米 

7 グアテマラ 33.5 中米 
 

7 米国 14,827 北米 

8 コロンビア 31.3 南米 
 

8 コロンビア 14,670 南米 

9 南アフリカ 30.8 南部ｱ 
 

9 パキスタン 13,846 南亜 

10 バハマ 29.8 カリブ 
 

10 ロシア 13,120 東欧 

14 ブラジル 23.8 南米 
 

71 日本 428 東亜 

86 米国 4.7 北米 
     

95 インド 3.4 南亜 
     

162 日本 0.3 東亜 
     

（出所）各国の司法当局や国際刑事警察機構（ICPO: Interpol）などのデータをもとにし

た UNODC の統計。 
（注）順位は 168 ヶ国中のもの。 
 
2. 治安をめぐる問題の先行研究 

 
冒頭で述べたように、一部の国や地域では日常的に治安が劣悪だが、治安をめぐる問題、

その状況や要因は国や地域によってさまざまである。そのため治安に関する研究は非常に

多岐にわたり、取り上げる問題も多様である。ここでは、本稿で焦点を当てるブラジルや

概して治安状況が劣悪な「都市」を中心に、何が治安の問題として追究されているかに注

目しながら先行研究について概観する。 
前述した犯罪発生率と経済的格差の相関関係について、Fajnzylber et al.（2002）3は殺

人と強盗に関して、所得格差だけでなく経済成長率や都市化率などを含む世界各国のデー

タを計量的に分析した。その結果、所得格差が大きいほど犯罪発生率が高くなることを実

                                                
3 本研究会が対象とした 4 カ国は、殺人（homicide）に関してブラジルとベネズエラが非

常に高い発生率だったが、インドと南アフリカは調査の対象外だった。強盗（robbery）
の発生率に関しては、インドが非常に低くベネズエラが非常に高かったが、ブラジルと南

アフリカは含まれていなかった。 
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証するとともに、経済成長と所得分配の向上による貧困削減が犯罪発生率の低下に寄与す

ると結論付けた。暴力と平和の関係を研究するガルトゥング（1991）は、暴力の行為主体

が存在する場合を個人的（直接的）暴力、存在しない場合を構造的（間接的）暴力と捉え、

これらふたつの暴力が不在である状態を平和として理解できると主張する。そして、社会

において暴力を正当化する文化的な側面があり、例として挙げる宗教、イデオロギー、言

語などの文化的暴力について論じている（Galtung 1990）。 
治安が悪く格差の大きいラテンアメリカについて、Sanchez R.（2006）は近年の社会の

変化に着目し、3 つの暴力という観点から同地域の治安状況を次のように説明している。

ラテンアメリカでは、主に 1990 年代のネオリベラル経済政策による経済的格差、社会的

排除、貧困という同地域に特徴的な構造的暴力が顕著化した。この影響を受けた中間層や

労働者階級がストライキや社会運動などの急進的（政治的）暴力を活発化させるとともに、

貧困層や若年層が麻薬や犯罪組織に生存手段を求めるようになり犯罪的暴力が増大した。

本稿が取り上げるブラジルについては、Dellasoppa and Branco（2006）が、1990 年代以

降の中央政府の治安対策を分析し予算不足などの問題点を指摘した。そして、2003 年に左

派的な労働者党（Partido dos Trabalhadores：PT）が誕生したが、治安状況は変わらな

いであろうと懐疑的な見方を示している。Lima and Mingardi（2016）は入手可能な国レ

ベルの治安に関するデータを分析し、状況は劣悪なままであることを明らかにした。この

ような状況のもと、2013 年に発生した全国規模の抗議デモで治安改善が要求のひとつに掲

げられた点に注目し、治安に関する制度や法律の整備が必要だと主張している。また、Neto
（2006）は、1990 年代からサンパウロ州などで導入された市民参加にもとづく警察改革

を追究し、同施策が国内外で注目を集めるものの、市民だけでなく企業など経済界の参加

が警察力の強化には必要だと指摘している。ただし、本稿で取り上げる日本の交番につい

ては言及していない。 
治安研究には、状況がより劣悪な「都市」における問題を対象とするものもある。ヴェ

ンカテッシュ（2009）は米国シカゴで参与観察を行い、インナー･シティにおいて非合法

な経済活動を行うアクターの分析を行っている。このような都市の治安や貧困を問題とす

る研究は、これらの現象が先行的に顕在化したアメリカにおいて、社会学をはじめとする

シカゴ学派を中心に行われてきた。ラテンアメリカに関しては Rotker ed.（2002）が、20
世紀後半の急激な都市化やそれに起因する麻薬・犯罪組織の蔓延という同地域の特徴に焦

点を当てた研究を行っている。ブラジルについては、サンパウロの若年層を含む犯罪状況

を分析するとともに、軍政期からの警察や国家による拷問をはじめとする暴力的行為を究

明している。本稿が対象とするラテンアメリカ最大の都市サンパウロに関しても、都市社

会の変容に起因する治安問題について Caldeira（2000）が人類学的な研究を行っている。

Caldeira は軍政から民政移管したブラジルの都市社会について、警察組織が市民にとって

依然強圧で暴力的であること、社会階層にもとづく生活空間の分断が進んでいること、民
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主化による人権の重視が犯罪を抑止すべき法律に活かされていないことなどを追究し、こ

れらの是正が治安改善に必要だと指摘している。また、ファヴェーラや治安が劣悪である

が故に研究の蓄積が多いリオに関しても、若年層の犯罪組織への関わりに関する調査研究

（Picanço 2016）などが現在も行われている。 
 
3. ブラジル国内の治安状況 

 
ブラジルを含む対象国と世界各国の比較と同様に、強盗と殺人、および、地域的な経済

格差の点からブラジル国内の状況について概観する。まず、法的区分である 5 つの地域（北

部、北東部、南東部、南部、中西部）に分けた各州の GDP と人口、および、自動車の強

盗と盗難の件数を合わせた発生率（taxa de roubo e furto de veículos）4を見る（表 5）。
地域的な経済格差に関して、本稿の対象であるサンパウロ州は GDP と人口の点で国内最

大の経済力を有している。また、同州や GDP と人口で国内第 2 位のリオ州を含む南東部

は、国内で経済的に最も発展した地域である。一方、1 人当り GDP が顕著に示すように

北東部は国内で最も経済的に貧しく、アマゾン河流域で人口の少ない北部は発展の遅れた

地域である。 
強盗に関して、サンパウロ州は後述するように殺人に関する状況は近年改善したが、自

動車の強盗と盗難は依然国内で非常に多く発生している。また、2016 年にオリンピックが

開催され、治安の劣悪さが国内外で有名なリオ州も高い発生率となっている。サンパウロ

州やリオ州のように経済的に発展して人口が多い地域は犯罪が多く発生する傾向にあるが、

両州のある南東部内でも州により数値に差がある。そのため自動車の強盗と盗難の発生率

には、ブラジルで特徴的な地域間の経済格差よりも州ごとの個別の要素が影響を与えてい

ると考えられる。 
 

  

                                                
4 10 万台当たりの発生件数（単位：件）。 
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表 5 全国と各州の GDP（2010 年）と人口、および、自動車の強盗と盗難の発生率 
 GDP 1 人当り GDP 人口 2013 2014 2015 

全国 3,770.1 19.8 190,756 563 592 562 

北
部 

アクレ 8.5 11.6 734 22 106 187 

アマパ 8.3 12.3 670 544 541 824 

アマゾン 59.8 17.2 3,484 493 587 585 

パラ 77.8 10.3 7,581 432 448 485 

ロンドニア 23.6 15.1 1,562 521 478 589 

ロライマ 6.3 14.1 450 60 462 370 

トカンチンス 17.2 12.5 1,383 306 331 353 

北
東
部 

アラゴアス 24.6 7.9 3,120 652 678 544 

バイーア 154.3 11.0 14,017 569 586 549 

セアラ 77.9 9.2 8,452 604 - 513 

マラニャン 45.3 6.9 6,575 286 378 432 

パライーバ 31.9 8.5 3,767 30 210 283 

ペルナンブコ 95.2 10.8 8,796 449 478 544 

ピアウイ 22.1 7.1 3,110 333 456 441 

北リオグランデ 32.3 10.2 3,168 171 342 343 

セルジッペ 23.9 11.6 2,068 302 450 467 

南
東
部 

サンパウロ 1,247.6 30.2 41,262 881 861 712 

リオデジャネイロ 407.1 25.5 15,990 825 851 776 

エスピリトサント 82.1 23.4 3,515 452 403 343 

ミナスジェライス 351.4 17.9 19,597 198 380 396 

南
部 

パラナ 217.3 20.8 10,445 363 372 380 

南リオグランデ 252.5 23.6 10,694 494 526 597 

サンタカタリーナ 152.5 24.4 6,248 362 383 378 

中
西
部 

ゴイアス 97.6 16.3 6,004 300 685 798 

マットグロッソ 59.6 19.6 3,035 418 493 398 

南マットグロッソ 43.5 17.8 2,449 330 352 333 

ブラジリア連邦区 149.9 58.3 2,570 759 976 685 

（出所）GDP と人口は IBGE、自動車の強盗と盗難の発生率は Fórum Brasileiro de 
Segurança Pública のデータを元に筆者作成。 

（注）単位は GDP が 100 万レアル、人口が千人、1 人当り GDP が千レアル（1 米ドル＝

約 3.2 レアル：2017 年 1 月）。 



10 
 

殺人に関して、暴力による死者発生率（taxa de mortalidade por agressão）5の推移を

全国（黒い太線）、法的区分の 5 地域、本稿が対象とするサンパウロ州（灰色の太線）に

ついて見る（図 1）。全国の数値は 21 世紀のはじめに若干改善した以外、ほぼ横ばいなが

ら緩やかに上昇している。地域では近年、より貧困な北東部と北部で数値の上昇が顕著と

なっている一方、南東部は改善傾向にある。南東部に位置するサンパウロ州の数値は、1990
年代に地域全体を上回っていたが 21 世紀はじめに大幅に低下し、最近は国内で最も発生

率の低い南部と同じ水準で推移している。 
 

図 1 暴力による死者発生率の推移（1990～2013 年） 

 
（出所）Lima et al.（2016, 69-70）と IBGE の人口（一部推計）のデータを元に筆者作成。 
 
ただし、暴力による死者発生率は、同じ地域内でも州ごとに数値が大きく異なる。例え

ば、発生率が大きく上昇している北東部について見ると（図 2）、アラゴアス州では数値が

近年急激に上昇し、全国の州の中で治安の劣悪さが上位に位置するペルナンブコ州を 2006
年に抜き、北東部だけでなく全国で最も発生率の高い州となっている。一方、北東部で概

ね数値が最も低いピアウイ州は、全国の州の中でも発生が最も少ない時期があり、2011
年以降でも 3 番目に発生率が低い（一番低いのが南部のサンタカタリーナ州、2 番目がサ

ンパウロ州）。前述のアラゴアス州とペルナンブコ州、および、ピアウイ州と近年 2 番目

                                                
5 10 万人当たりの発生件数（単位：件）。 
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に発生率の低いマラニャン州は、北東部内で地理的に近くに位置している。そのため、北

東部で全体的に悪化している治安は、州により状況が異なるとともに、同じ地域でも一部

の地理的範囲内で傾向が顕著化しているといえる。 
 
図 2 暴力による死者発生率の全国と北東部各州の推移（1990～2013 年） 

 
（出所）Lima et al.（2016, 69-70）と IBGE の人口（一部推計）を元に筆者作成。 
 
4. サンパウロ州が導入した新たな治安対策 KOBAN 
 
4.1. KOBAN 導入の背景 

 
ブラジルは国際的な比較から治安が劣悪な国であり、国内で最も人口が多く経済的に発

展しているサンパウロ州は、殺人発生率は低下したが強盗や盗難が依然多いことがわかっ

た。このようなブラジルにおいて、南半球最大の都市サンパウロをはじめ治安のより劣悪

な都市周辺部では、いくつかの主要な社会集団が存在する。それらには、治安の観点から

麻薬などの犯罪組織がまず挙げられる。ほかにも、居住地区のコミュニティをベースとし

た住民組織、貧困層の問題改善のために活動する社会運動（近田 2003）、軍政が終了した

1980 年代以降に民主化や貧者救済の拠点となったキリスト教をはじめとする宗教団体

（Sinner 2012）などがある。また、近年のブラジルでは参加型の行政スタイルが普及し、

これらの社会集団の中には政府と協働で政策を策定･実施するものもある（Avritzer 2009）。
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ブラジルの都市周辺部では、これらの社会集団がアクターとして現地の住民や構造と相互

作用を行い、治安が相対的に劣悪な社会を形成している。 
一方、ブラジルが 1985 年まで 21 年間にわたり軍事政権だったこともあり、同国におい

て警察は国民を強圧的に監視・支配する機関というネガティヴなイメージが強い。国家体

制の変革における警察のイメージ改善や組織改革に関しては、ブラジルや南アフリカでも

関心が寄せられている（Net 2006, 阿部 2012）。また、治安のより劣悪な都市周辺部では、

犯罪組織との対立などで警察が暴力的な手段を取ることがあるため、住民の警察に対する

イメージはさらに悪い（Caldeira 2000）。このような警察は、パトロールや犯罪発生時の

任務遂行のため、治安の劣悪な都市周辺部を訪問したり一時的に滞在したりはするが、現

地アクターとしてのプレゼンスは希薄である。 
1990 年代、経済の中心であるサンパウロ州では、「市民との交流及び信頼関係構築を通

した地域警察活動の導入」（JICA 2011, 3）が検討され、1997 年に日本の交番を模範とし

た新たな治安対策を独自に施行した。そして、2000 年から日本政府が交番制度の普及に対

して協力を開始し、2005 年に最初の交番（以下、ブラジル側の交番を KOBAN と称する）

がサンパウロ市で試験的に設置された。その後、KOBAN はサンパウロ以外の州でも導入

が試みられている。KOBAN では警官が現地に常駐するため、治安が劣悪でさまざまな社

会集団が相互行為や活動を行っている都市周辺部において、警察が新たな現地アクターと

して存在するようになりつつあると考えられる。 
 
4.2. KOBAN に関する研究の可能性 

 
ブラジルの KOBAN は地域に密着した警察システムの創設を目的に、日本の交番を模範

としてブラジルではサンパウロ州警察がはじめに導入した治安対策である。ブラジルの新

たな治安対策 KOBAN に関して、はじめに先行研究をまとめたのち、本稿で注目する「都

市」との関連から KOBAN を対象としたひとつの研究案を提示する。 
KOBAN の模範となった日本の交番に関して、小林（1996）が警察の巡回連絡と住民の

治安意識の関連について調査研究を行っている。そして、巡回連絡は回数が少なくとも警

察と住民との協力関係を良好なものにし、規模の大きい都市ほど警察への信頼を高めると

結論付けている。吉田（2006）は交番の運営や警官の勤務状況を調査し、地域社会や警察

内部における交番警察官の疎外感などに起因する諸問題を指摘している。また、日本の交

番はブラジル以外にシンガポールなど他の諸国にも移転されており、その実務組織である

JICA （1984; 2011）が評価を主眼とした調査を行っている。ブラジルの KOBAN に関し

て Ferragi（2011）は、サンパウロ州警察が新たな治安対策を日本から導入し、現地の状

況に合わせて実施していく過程を追究した。そして、KOBAN は警察自体を組織として強

化し、社会的統合を促すコミュニティ型の防犯システム構築の先駆になったと主張してい
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る。清水（2013）は、交番警察官と現地住民との個人的な関係に焦点を当てた調査をもと

に、治安状況を改善し得る良好な関係を構築できるか否かは警察官個人の能力に拠ってい

ると論じている。ただし KOBAN は、最初の試験的な設置が 2005 年であるなど、ブラジ

ルで近年導入されたばかりの施策である。そのため、現地の治安状況に及ぼした影響や社

会の変化に関する実証的な研究は、今後の課題のひとつとなっている。 
ここで提示する研究案は、日本の治安対策である交番が近年導入されたブラジル・サン

パウロで、KOBAN が都市周辺部の治安状況へどのような影響を与えているかを明らかに

するものである。新たな治安対策の KOBAN では警官が駐在中に巡回等の活動を行うこと

から、設置地域の既存の現地アクターと住民および社会構造との間で、警官が行う相互作

用に注目し、KOBAN が都市周辺部の治安状況へ与える影響を分析する。また、新たな政

策を海外から導入した背景に、警察に対するイメージの改善というアイディアがあった点

にも着目し、警察のイメージの態様が治安状況へ与える影響も追究する（Dolowitz & 
Marsh 2000）。そして、KOBAN をめぐる行為と警察イメージの間の相関関係も考慮に入

れ、KOBAN をめぐる相互作用と治安状況の変化との関連を明らかにする。その際、アク

ターと構造の相互作用を究明する社会学的枠組み、および、現地でのフィールド調査をも

とに（Giddens 1987, Walker 2006）、次のような仮説の検証を試みる（図 3）。 
新たな制度である KOBAN の警察官は、ほかの現地アクターや参加型行政が多く存在す

る社会構造を持つ地域の場合、駐在時の巡回などの活動において、それらや住民との相互

作用をより活発に行うと推察される。そして、KOBAN をめぐる活発な行為や地域との親

密な関係は、KOBAN の現地アクターとしてのプレゼンスを増大させ、このことが治安状

況に肯定的な変化を与えると考えられる。また、ブラジルで KOBAN を導入した背景には、

治安状況の実質的な改善だけでなく、住民の警察に対するネガティヴなイメージの是正と

いうアイディアが想定されている。プレゼンスが希薄だった地域において KOBAN の警察

官が活発に行為し地域と親密な関係を構築すれば、警察イメージの是正を促進するであろ

う。また、改善された警察イメージは再帰的に KOBAN の活動を円滑化し、治安状況を肯

定的に変化させると推察できる。ただし、警察官が常駐することで警察イメージが改善さ

れたとしても、KOBAN と現地社会との相互作用が乏しい場合、治安状況への影響は小さ

いと考えられる。 
本研究案ではこのような仮説の検証により、KOBAN が治安状況へ与えた影響の把握を

試みる。この追究は、KOBAN が都市周辺部の現地アクターになり得ているか、という別

の問いとともに、現地アクターとしてのプレゼンスが高いほど KOBAN は都市周辺部の治

安改善に寄与している、という仮説に換言することができよう。 
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図 3 本研究案の枠組み 
 
 
 
 
            
 
 
 
                   
 
 
 
 
 
 
 
（出所）筆者作成 

 
おわりに―治安研究の可能性 

 
本稿では、治安が劣悪なブラジルのサンパウロ州で新たに導入された治安対策 KOBAN

について、ひとつの研究案を提示した。それは、KOBAN が都市周辺部の治安状況に与え

る影響を追究するもので、KOBAN を介した現地アクターと住民および社会構造との相互

作用とともに、警察のイメージ改善という KOBAN 導入の際に含まれていたアイディアに

焦点を当てるものである。本研究案は、新たな政策が治安状況へどのような影響を与えて

いるかを究明することから、治安研究のひとつの可能性を示すものだといえる。またそれ

と同時に、治安の悪い都市周辺部で KOBAN が新たな現地アクターになり得ているかとい

う問いも追究する点が、治安だけでなく都市研究としての発展性を有しているといえる。 
本稿の冒頭で述べたように、フィールド調査での危険性やデータ入手の難しさから、治

安を対象とする研究は実施が困難である。一方、治安をめぐる問題はさまざまであり、そ

の研究も多岐にわたる。本稿では、日本から導入した「対策」を治安問題の対象として、

治安状況の変化とともに都市構造の変化をも究明する研究案を提示した。このような研究

は、治安だけでなく「都市」の研究としても捉えることができ、フィールド調査を含めた

実施可能性は相対的に高く、治安研究のひとつの発展型と位置づけられよう。また、ブラ

巡回など 
駐在中の活動 

導入･実施の 
アイディア 
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ｲﾒｰｼﾞ改善だけでは 
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ジルにおいて日本人研究者である利点を活かすこともできる。 
同様のアプローチにより、対策以外の治安をめぐるさまざまな問題を対象に、都市以外

の分野に関連付ける研究も可能である。治安をめぐる問題が多様であるが故に、実施困難

な治安研究には多くの発展可能性があるといえよう。 
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